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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品を下方から支持する物品支持部と、前記物品支持部に支持された物品を挟んで水平
面に沿う第１方向に対向する第１ガイド部及び第２ガイド部と、前記物品支持部、前記第
１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支持する基台と、水平面において前記第１方向に直
交する第２方向に沿って物品を前記基台に対して移動させる物品移動機構と、を備えた物
品移載装置であって、
　前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部は、前記第１方向に移動自
在に前記基台に支持され、
　前記第１ガイド部と前記第２ガイド部とを独立に前記第１方向に沿って移動させるガイ
ド移動機構と、
　前記第１方向における前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部
が位置するように、前記第１方向に沿う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と
前記物品支持部の移動とを連動させる連動機構と、を備え、
　前記連動機構は、前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との間の前記第１方向での中心
位置が前記基台に対して移動した場合に、当該中心位置の移動に追従するように前記物品
支持部を前記第１方向に移動させるように構成されている物品移載装置。
【請求項２】
　物品を下方から支持する物品支持部と、前記物品支持部に支持された物品を挟んで水平
面に沿う第１方向に対向する第１ガイド部及び第２ガイド部と、前記物品支持部、前記第
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１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支持する基台と、水平面において前記第１方向に直
交する第２方向に沿って物品を前記基台に対して移動させる物品移動機構と、を備えた物
品移載装置であって、
　前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部は、前記第１方向に移動自
在に前記基台に支持され、
　前記第１ガイド部と前記第２ガイド部とを独立に前記第１方向に沿って移動させるガイ
ド移動機構と、
　前記第１方向における前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部
が位置するように、前記第１方向に沿う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と
前記物品支持部の移動とを連動させる連動機構と、を備え、
　前記連動機構は、前記物品支持部に回転自在に支持された第１回転体と、前記第１回転
体の回転に伴い前記第１方向に沿って互いに反対側に移動するように前記第１回転体に連
結された第１移動部及び第２移動部と、を備え、
　前記第１移動部が前記第１方向に沿って前記第１ガイド部と一体的に移動するように連
結され、前記第２移動部が前記第１方向に沿って前記第２ガイド部と一体的に移動するよ
うに連結されている物品移載装置。
【請求項３】
　前記連動機構は、前記第１回転体に対して前記第１方向の一方側において前記基台にそ
れぞれ固定された第２回転体及び第３回転体と、前記第１回転体に対して前記第１方向の
他方側において前記基台にそれぞれ固定された第４回転体及び第５回転体と、少なくとも
前記第１回転体、前記第２回転体、及び前記第４回転体に巻回された第１動力伝達体と、
少なくとも前記第１回転体、前記第３回転体、及び前記第５回転体に巻回された第２動力
伝達体と、を備え、
　前記第１移動部が前記第１動力伝達体に固定され、前記第２移動部が前記第２動力伝達
体に固定されている請求項２に記載の物品移載装置。
【請求項４】
　前記ガイド移動機構が、前記第２回転体及び前記第４回転体の一方を回転駆動する第１
駆動力源と、前記第３回転体及び前記第５回転体の一方を回転駆動する第２駆動力源と、
を備えている請求項３に記載の物品移載装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物品移載装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　物品を下方から支持する物品支持部と、物品支持部に支持された物品を挟んで水平面に
沿う第１方向に対向する第１ガイド部及び第２ガイド部と、物品支持部、第１ガイド部、
及び第２ガイド部を支持する基台と、水平面において第１方向に直交する第２方向に沿っ
て物品を基台に対して移動させる物品移動機構と、を備えた物品移載装置が利用されてい
る。このような構成の物品移載装置の一例が、特開２００９－２８６６１５号公報（特許
文献１）に開示されている。以下、背景技術の説明において括弧内に示す符号は特許文献
１のものである。
【０００３】
　特許文献１の図１及び図２等に示されるように、特許文献１の物品移載装置は、荷（Ｗ
）を下方から支持する固定支持部（２３）と、固定支持部（２３）に支持された荷（Ｗ）
を挟んで左右方向（横方向）に対向する一対の移載ユニット（１７）と、固定支持部（２
３）及び一対の移載ユニット（１７）を支持する本体（７）と、前後方向（縦方向）に沿
って荷（Ｗ）を本体（７）に対して移動させる縦送り機構（２５）及び荷送り手段（２１
）と、を備えている。そして、特許文献１の物品移載装置では、固定支持部（２３）を一
対の移載ユニット（１７）の間の左右方向での中心位置に配置することで、荷（Ｗ）の安
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定的な支持を可能としている（段落００１３，００２６，００３８参照）。
【０００４】
　特許文献１の物品移載装置では、一対の移載ユニット（２３）が左右方向において互い
に逆方向に同期して移動するように構成されている（段落００３１参照）。そのため、一
対の移載ユニット（２３）の間の左右方向での中心位置は一定となり、当該中心位置に配
置されるように固定支持部（２３）が本体（７）に固定されている。このように、特許文
献１の物品移載装置では、物品支持部が基台に固定されていると共に、第１ガイド部及び
第２ガイド部が第１方向において互いに逆方向に同期して移動するように構成されている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００９－２８６６１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、特許文献１の物品移載装置のように第１ガイド部及び第２ガイド部が第１方
向において互いに逆方向に同期して移動する構成では、第１ガイド部と第２ガイド部との
間の第１方向での中心位置を移動させることはできない。そのため、移載対象の物品や移
載対象箇所（棚等）との位置合わせのためにこの中心位置を調整する必要がある場合には
、第１ガイド部及び第２ガイド部を支持する基台或いは物品移載装置の全体を第１方向に
移動させる機構を設ける必要がある。この問題を回避するために第１ガイド部と第２ガイ
ド部とが独立に第１方向に沿って移動可能な構成とすることが考えられるが、この場合、
第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での中心位置が基台に対して移動するのに
応じて、基台に固定された物品支持部と当該中心位置との間の第１方向の位置ずれ量が大
きくなり、物品の支持の安定性が低下するおそれがある。しかしながら、特許文献１には
これらの点についての記載はない。
【０００７】
　そこで、第１ガイド部と第２ガイド部とが独立に第１方向に沿って移動可能な構成とし
つつ、物品を物品支持部によって安定的に支持することが可能な物品移載装置の実現が望
まれる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記に鑑みた物品移載装置の第１の特徴構成は、物品を下方から支持する物品支持部と
、前記物品支持部に支持された物品を挟んで水平面に沿う第１方向に対向する第１ガイド
部及び第２ガイド部と、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支
持する基台と、水平面において前記第１方向に直交する第２方向に沿って物品を前記基台
に対して移動させる物品移動機構と、を備え、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び
前記第２ガイド部は、前記第１方向に移動自在に前記基台に支持され、前記第１ガイド部
と前記第２ガイド部とを独立に前記第１方向に沿って移動させるガイド移動機構と、前記
第１方向における前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部が位置
するように、前記第１方向に沿う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と前記物
品支持部の移動とを連動させる連動機構と、を備え、前記連動機構は、前記第１ガイド部
と前記第２ガイド部との間の前記第１方向での中心位置が前記基台に対して移動した場合
に、当該中心位置の移動に追従するように前記物品支持部を前記第１方向に移動させるよ
うに構成されている点にある。
　上記に鑑みた物品移載装置の第２の特徴構成は、物品を下方から支持する物品支持部と
、前記物品支持部に支持された物品を挟んで水平面に沿う第１方向に対向する第１ガイド
部及び第２ガイド部と、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支
持する基台と、水平面において前記第１方向に直交する第２方向に沿って物品を前記基台
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に対して移動させる物品移動機構と、を備え、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び
前記第２ガイド部は、前記第１方向に移動自在に前記基台に支持され、前記第１ガイド部
と前記第２ガイド部とを独立に前記第１方向に沿って移動させるガイド移動機構と、前記
第１方向における前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部が位置
するように、前記第１方向に沿う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と前記物
品支持部の移動とを連動させる連動機構と、を備え、前記連動機構は、前記物品支持部に
回転自在に支持された第１回転体と、前記第１回転体の回転に伴い前記第１方向に沿って
互いに反対側に移動するように前記第１回転体に連結された第１移動部及び第２移動部と
、を備え、前記第１移動部が前記第１方向に沿って前記第１ガイド部と一体的に移動する
ように連結され、前記第２移動部が前記第１方向に沿って前記第２ガイド部と一体的に移
動するように連結されている点にある。
【０００９】
　上記の各特徴構成によれば、物品移載装置が、第１ガイド部と第２ガイド部とを独立に
第１方向に沿って移動させるガイド移動機構を備えるため、第１方向における移動方向及
び移動距離を、第１ガイド部と第２ガイド部とのそれぞれについて独立に設定することが
できる。よって、第１ガイド部及び第２ガイド部の一方又は双方を第１方向に沿って移動
させることで、第１ガイド部と第２ガイド部との間隔（第１方向での離間距離）の調整だ
けでなく、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での中心位置の調整も行うこと
ができる。
　その上で、上記の各特徴構成によれば、物品を下方から支持する物品支持部が第１方向
に移動自在に基台に支持されると共に、物品移載装置が、ガイド移動機構に加えて連動機
構を備える。そして、この連動機構は、第１方向における第１ガイド部と第２ガイド部と
の中間に物品支持部が位置するように、第１方向に沿う第１ガイド部及び第２ガイド部の
移動と物品支持部の移動とを連動させるように構成される。よって、第１ガイド部と第２
ガイド部との間の第１方向での中心位置が基台に対して移動した場合であっても、当該中
心位置の移動に追従するように物品支持部を第１方向に移動させて、物品における第１方
向の中央部分を物品支持部によって支持することが可能となる。
　以上のように、上記の各特徴構成によれば、第１ガイド部と第２ガイド部とが独立に第
１方向に沿って移動可能な構成としつつ、物品を物品支持部によって安定的に支持するこ
とが可能な物品移載装置を実現することができる。
　更に、上記第２の特徴構成によれば、第１方向に沿って第１ガイド部と一体的に移動す
るように連結される第１移動部と、第１方向に沿って第２ガイド部と一体的に移動するよ
うに連結される第２移動部とが、第１回転体の回転に伴い第１方向に沿って互いに反対側
に移動するように第１回転体に連結される。よって、第１ガイド部及び第２ガイド部のい
ずれか一方を第１方向に沿って移動させる場合に、いずれのガイド部を移動させる場合で
あっても、第１方向における当該ガイド部が移動する側と同じ側に、第１回転体が回転し
ながら移動する構成とすることが可能となる。そして、この場合の第１回転体の軸心の第
１方向に沿った移動距離は、第１ガイド部或いは第２ガイド部の第１方向に沿った移動距
離よりも、第１回転体の回転数に応じた距離の分だけ短くなり、例えば、第１回転体の軸
心の第１方向に沿った移動距離を、第１ガイド部或いは第２ガイド部の第１方向に沿った
移動距離の半分の距離とすることができる。この結果、第１ガイド部及び第２ガイド部の
いずれのガイド部を移動させる場合であっても、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第
１方向での中心位置の移動に追従するように、第１回転体を第１方向に移動させること（
すなわち、物品支持部を第１方向に移動させること）が可能となる。
　このように、上記第２の特徴構成によれば、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１
方向での中心位置の移動に追従するように物品支持部を第１方向に移動させる連動機構を
、第１回転体を用いて適切に構成することができる。
【００１０】
　物品移載装置の更なる特徴と利点は、図面を参照して説明する実施形態についての以下
の記載から明確となる。
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【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】物品搬送設備の平面図
【図２】スタッカークレーンの斜視図
【図３】物品移載装置の斜視図
【図４】物品移載装置の一部透視斜視図
【図５】物品移載装置の一部透視平面図
【図６】物品移載装置の正面図
【図７】物品移載装置の正面図
【図８】物品移載装置の正面図
【図９】制御ブロック図
【図１０】その他の実施形態に係る物品移載装置の一部透視平面図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　物品移載装置の実施形態について、図面を参照して説明する。ここでは、本開示に係る
物品移載装置を、物品搬送設備におけるスタッカークレーンに適用した場合を例として説
明する。
【００１３】
　図１に示すように、物品搬送設備１００は、物品Ｗを収納する収納棚８０と、物品Ｗを
搬送するスタッカークレーン８１と、を備えている。物品Ｗは、例えば、段ボールケース
やコンテナケース等とされる。収納棚８０は、複数の物品Ｗを棚横幅方向Ｘに並べて収納
できるように構成されており、スタッカークレーン８１は、収納棚８０に対して棚前後方
向Ｙに隣接して形成された走行経路Ｒ（すなわち、収納棚８０の前方に形成された走行経
路Ｒ）を棚横幅方向Ｘに沿って走行して物品Ｗを搬送する。ここで、棚横幅方向Ｘは水平
面に沿う方向であり、棚前後方向Ｙは、水平面において棚横幅方向Ｘに直交する方向であ
る。収納棚８０は、走行経路Ｒを間に挟んで棚前後方向Ｙに対向するように一対設置され
ており、スタッカークレーン８１が備える後述する物品移載装置１は、一対の収納棚８０
のいずれに対しても物品Ｗを移載可能に構成されている。
【００１４】
　スタッカークレーン８１により行われる物品Ｗの搬送作動には、物品Ｗを収納棚８０に
搬送する入庫用搬送作動と、物品Ｗを収納棚８０から搬送する出庫用搬送作動とが含まれ
る。図１に示すように、収納棚８０に対して棚横幅方向Ｘに隣接する位置に搬送コンベヤ
８２が設けられており、入庫用搬送作動では、入庫用の搬送コンベヤ８２から収納棚８０
における設定された収納箇所に物品Ｗが搬送され、出庫用搬送作動では、収納棚８０にお
ける物品Ｗの収納箇所から出庫用の搬送コンベヤ８２に物品Ｗが搬送される。
【００１５】
　図１及び図２に示すように、収納棚８０は、棚横幅方向Ｘに複数並ぶ状態で床部に立設
された支柱８０ｂと、支柱８０ｂに取り付けられて物品Ｗを下方から支持する支持体８０
ａと、を備えている。支持体８０ａは、板状に形成されており、棚横幅方向Ｘに並ぶ一対
の支柱８０ｂの間に架設されている。支持体８０ａは、複数の物品Ｗを棚横幅方向Ｘに並
べて支持することが可能に構成されていると共に、複数の物品Ｗ（具体的には２つの物品
Ｗ）を棚前後方向Ｙに並べて支持することが可能に構成されている。支柱８０ｂには、複
数の支持体８０ａが鉛直方向Ｚに間隔を空けて取り付けられており、収納棚８０は、鉛直
方向Ｚにおける複数の位置に（すなわち、鉛直方向Ｚに並ぶ複数の段のそれぞれに）物品
Ｗを収納可能に構成されている。
【００１６】
　収納棚８０は、棚横幅方向Ｘの幅が互いに異なる複数種類の物品Ｗを収納可能に構成さ
れている。すなわち、物品移載装置１は、棚横幅方向Ｘの幅が互いに異なる複数種類の物
品Ｗを移載対象としている。図１及び図２では、棚横幅方向Ｘの幅が同一或いは同程度の
複数の物品Ｗが１つの支持体８０ａに支持される場合を例示しているが、棚横幅方向Ｘの
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幅が異なる複数の物品Ｗが１つの支持体８０ａに支持されるように、収納棚８０における
各物品Ｗの収納箇所を設定してもよい。
【００１７】
　図２に示すように、スタッカークレーン８１は、走行経路Ｒ（図１参照）に沿って走行
自在な走行台車８１ａと、走行台車８１ａに立設されたマスト８１ｂと、マスト８１ｂに
沿って鉛直方向Ｚに移動自在な（すなわち、昇降自在な）昇降体８１ｃと、昇降体８１ｃ
に支持されて物品Ｗの移載対象箇所（収納棚８０や搬送コンベヤ８２等）と自己との間で
物品Ｗを移載する物品移載装置１と、を備えている。走行台車８１ａは、走行経路Ｒに沿
って床部に設けられた下部案内レール８３に接触する下部駆動輪８１ｄを備えており、ス
タッカークレーン８１には、下部駆動輪８１ｄを回転駆動する第１走行用モータＭ５が設
けられている。走行台車８１ａは、走行方向（棚横幅方向Ｘ）に並ぶ一対の下部駆動輪８
１ｄを備えており、第１走行用モータＭ５は、一対の下部駆動輪８１ｄに対応して一対設
けられている。スタッカークレーン８１の作動を制御する制御装置８１ｆは、第１走行用
モータＭ５の駆動を制御して下部駆動輪８１ｄを回転駆動することで、走行台車８１ａを
棚横幅方向Ｘに沿って走行させる。
【００１８】
　スタッカークレーン８１は、更に、下部案内レール８３よりも鉛直方向Ｚの上側（昇降
体８１ｃの昇降範囲よりも上側）に走行経路Ｒに沿って設けられた上部案内レール８４に
接触する上部駆動輪８１ｅと、上部駆動輪８１ｅを回転駆動する第２走行用モータＭ６と
、を備えている。上部駆動輪８１ｅは、マスト８１ｂの上部に設けられている。上部駆動
輪８１ｅは、棚前後方向Ｙの両側から上部案内レール８４を挟むように一対設けられてお
り、第２走行用モータＭ６は、一対の上部駆動輪８１ｅに対応して一対設けられている。
制御装置８１ｆは、下部駆動輪８１ｄを回転駆動するのに合わせて、第２走行用モータＭ
６の駆動を制御して上部駆動輪８１ｅを回転駆動することで、スタッカークレーン８１を
棚横幅方向Ｘに沿って走行させる。
【００１９】
　昇降体８１ｃは、マスト８１ｂに対して棚横幅方向Ｘに隣接した位置において、マスト
８１ｂに案内されて昇降するように構成されている。詳細は省略するが、マスト８１ｂは
、走行台車８１ａに立設された４本の支柱を互いに連結して構成されている。スタッカー
クレーン８１には、一端が昇降体８１ｃに連結されたワイヤ等の索状体が巻回されるドラ
ムと、当該ドラムを正方向及び逆方向に回転駆動する昇降用モータＭ７とが設けられてお
り、制御装置８１ｆは、昇降用モータＭ７の駆動を制御して上記索状体を巻き取り又は繰
り出すことで、昇降体８１ｃを昇降移動させる。昇降体８１ｃは、平面視（鉛直方向視）
でマスト８１ｂを間に挟んで棚横幅方向Ｘに並ぶように一対設けられている。すなわち、
マスト８１ｂに対して棚横幅方向Ｘの両側のそれぞれに昇降体８１ｃが設けられている。
そして、一対の昇降体８１ｃに対応して一対の昇降用モータＭ７が設けられており、制御
装置８１ｆは、一対の昇降体８１ｃを互いに独立に昇降移動させることができる。これに
より、一対の昇降体８１ｃの一方に支持された物品移載装置１と他方に支持された物品移
載装置１（すなわち、棚横幅方向Ｘに離間して配置された一対の物品移載装置１）による
物品Ｗの同時移載を、一対の昇降体８１ｃを互いに同じ高さに昇降させた状態だけでなく
、一対の昇降体８１ｃを互いに異なる高さに昇降させた状態でも行うことが可能となって
いる。
【００２０】
　制御装置８１ｆは、各種センサ（例えば、ロータリエンコーダやレーザ距離計等）の検
出情報に基づき各種モータ（図９参照）の駆動を制御することで、スタッカークレーン８
１の作動を制御する。詳細は省略するが、制御装置８１ｆは、マイクロコンピュータ等の
プロセッサを備えると共にメモリ等の周辺回路を備え、これらのハードウェアと、プロセ
ッサ等のハードウェア上で実行されるプログラムとの協働により、制御装置８１ｆの各機
能が実現される。なお、図２では制御装置８１ｆがスタッカークレーン８１に設けられる
構成を例として示しているが、制御装置８１ｆの少なくとも一部の機能がスタッカークレ
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ーン８１とは独立に（すなわち、スタッカークレーン８１と通信可能な別の装置に）設け
られてもよい。
【００２１】
　次に、物品移載装置１の構成について説明する。上述したように、スタッカークレーン
８１は、棚横幅方向Ｘに離間して配置される一対の物品移載装置１を備えているが、一方
の物品移載装置１は、他方の物品移載装置１を棚横幅方向Ｘに平行移動させた構成、他方
の物品移載装置１を棚横幅方向Ｘに反転させた構成（棚横幅方向Ｘに直交する面を対称面
として他方の物品移載装置１と鏡像対称の関係となる構成）、或いは、他方の物品移載装
置１を鉛直方向Ｚに平行な軸心周りに１８０度回転させた構成を有する。そのため、以下
ではこれら一対の物品移載装置１を区別することなく説明するが、一対の物品移載装置１
のそれぞれは、以下に述べる各構成を共通に備えている。
【００２２】
　図３及び図６に示すように、物品移載装置１は、物品Ｗを下方から支持する物品支持部
３０と、物品支持部３０に支持された物品Ｗを挟んで水平面に沿う第１方向Ｈ１に対向す
る第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２と、物品支持部３０、第１ガイド部１１、及び
第２ガイド部１２を支持する基台２と、を備えている。物品移載装置１は、昇降体８１ｃ
に支持された状態で昇降体８１ｃと一体的に昇降する。具体的には、昇降体８１ｃは、マ
スト８１ｂに形成された案内レールにて昇降案内されるアップライト部と、当該アップラ
イト部から棚横幅方向Ｘにおいてマスト８１ｂから離れる側に延びる支持枠と、を備えて
おり、物品移載装置１は、この支持枠を基台２として昇降体８１ｃに搭載されている。物
品移載装置１は、水平面において第１方向Ｈ１に直交する第２方向Ｈ２に沿って物品Ｗを
基台２に対して移動させる物品移動機構３を備えており、物品移動機構３を用いて物品Ｗ
を第２方向Ｈ２に沿って移動させることで、物品Ｗの移載対象箇所と自己との間で物品Ｗ
を移載するように構成されている。そのため、物品移載装置１は、第２方向Ｈ２が棚前後
方向Ｙに沿う向きで（言い換えれば、第１方向Ｈ１が棚横幅方向Ｘに沿う向きで）昇降体
８１ｃに搭載される。物品移載装置１は、第１方向Ｈ１の幅が異なる複数種類の物品Ｗを
移載対象としており、このような向きで物品移載装置１を昇降体８１ｃに搭載することで
、図１に示すように棚横幅方向Ｘの幅が互いに異なる複数種類の物品Ｗを収納棚８０に収
納することが可能となっている。
【００２３】
　第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれは、物品支持部３０に支持された物
品Ｗの側面に沿って第２方向Ｈ２に延びるガイド部分（物品Ｗの第１方向Ｈ１の位置を規
制するガイドとして機能する部分）を有している。このガイド部分は、物品支持部３０に
支持された物品Ｗの側面に接触するように、或いは当該側面に対して第１方向Ｈ１に間隔
を空けて対向するように配置される。後述するように、本実施形態では、第１ガイド部１
１及び第２ガイド部１２のそれぞれは先端部材１３を備えており、先端部材１３の内面（
第１方向Ｈ１の内側（物品支持部３０が位置する側）を向く面）がガイド部分（ガイド面
）を構成している。
【００２４】
　物品支持部３０、第１ガイド部１１、及び第２ガイド部１２は、第１方向Ｈ１に移動自
在に基台２に支持されている。具体的には、図５に示すように、基台２には第１方向Ｈ１
に沿って延びるように案内レール２０（案内部の一例）が設けられており、物品支持部３
０、第１ガイド部１１、及び第２ガイド部１２のそれぞれに、案内レール２０に案内され
る状態で第１方向Ｈ１に移動自在な案内ブロック（被案内部の一例）が連結されている。
具体的には、第１案内ブロック２１が、第１ガイド部１１の下部（具体的には、後述する
基部部材１５の下部）に、第１ガイド部１１と一体的に第１方向Ｈ１に沿って移動するよ
うに連結され、第２案内ブロック２２が、第２ガイド部１２の下部（具体的には、後述す
る基部部材１５の下部）に、第２ガイド部１２と一体的に第１方向Ｈ１に沿って移動する
ように連結され、第３案内ブロック２３が、物品支持部３０の下部に、物品支持部３０と
一体的に第１方向Ｈ１に沿って移動するように連結されている。第１ガイド部１１の基部
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部材１５、第２ガイド部１２の基部部材１５、及び物品支持部３０のそれぞれは、案内レ
ール２０により基台２に対する第２方向Ｈ２の移動を規制された状態で、案内レール２０
に沿って第１方向Ｈ１に移動する。図５に示すように、案内レール２０は、第２方向Ｈ２
に間隔を空けて一対設けられており、第１ガイド部１１、第２ガイド部１２、及び物品支
持部３０のそれぞれの下部には、一対の案内ブロックが第２方向Ｈ２に間隔を空けて連結
されている。
【００２５】
　物品移載装置１は、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２とを独立に第１方向Ｈ１に沿
って移動させるガイド移動機構４を備えている。ガイド移動機構４は、第１ガイド部１１
及び第２ガイド部１２のそれぞれを、第１方向Ｈ１の両側に移動させることが可能に構成
されている。制御装置８１ｆは、ガイド移動機構４を作動させて第１ガイド部１１及び第
２ガイド部１２の一方又は双方を第１方向Ｈ１に沿って移動させることで、第１ガイド部
１１と第２ガイド部１２との間隔（第１方向Ｈ１での離間距離）の調整や、第１ガイド部
１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置Ｃ（図６～図８参照）の調整
を行う。このように第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２の一方又は双方の移動により
中心位置Ｃの調整が行えることで、移載対象の物品Ｗや移載対象箇所（収納棚８０等）と
の位置合わせのために中心位置Ｃの微調整が必要な場合に、スタッカークレーン８１の全
体を棚横幅方向Ｘに移動させることなく中心位置Ｃの微調整を行うことができる。また、
スタッカークレーン８１に備えられる一対の物品移載装置１の一方の中心位置Ｃと他方の
中心位置Ｃとの棚横幅方向Ｘでの間隔を調整することができるため、当該一対の物品移載
装置１による物品Ｗの同時移載が行いやすいという利点もある。
【００２６】
　物品移載装置１は、更に、第１方向Ｈ１における第１ガイド部１１と第２ガイド部１２
との中間に物品支持部３０が位置するように、第１方向Ｈ１に沿う第１ガイド部１１及び
第２ガイド部１２の移動と物品支持部３０の移動とを連動させる連動機構５を備えている
。このような連動機構５を備えることで、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の
第１方向Ｈ１での中心位置Ｃが基台２に対して移動した場合であっても、当該中心位置Ｃ
の移動に追従するように物品支持部３０を第１方向Ｈ１に移動させて、物品Ｗにおける第
１方向Ｈ１の中央部分を物品支持部３０によって支持することが可能となっている。ガイ
ド移動機構４及び連動機構５の詳細は後述する。
【００２７】
　図３及び図６に示すように、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれは、先
端部材１３と、先端部材１３を第２方向Ｈ２に沿ってスライド移動自在に支持する中継部
材１４と、中継部材１４を第２方向Ｈ２に沿ってスライド移動自在に支持する基部部材１
５と、を備えている。第１方向Ｈ１で物品支持部３０が位置する側を内側として、第１ガ
イド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれにおいて、中継部材１４が第１方向Ｈ１で基
部部材１５より内側に位置し、先端部材１３が第１方向Ｈ１で中継部材１４より内側に位
置するように、基部部材１５と中継部材１４と先端部材１３とが第１方向Ｈ１に並ぶよう
に配置されている。詳細は省略するが、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞ
れは、中継部材１４と先端部材１３とを連動させる連動部材を備えており、連動部材の作
用により、中継部材１４が基部部材１５に対して第２方向Ｈ２の一方側に移動したときに
、先端部材１３が中継部材１４に対して第２方向Ｈ２の一方側に移動し、中継部材１４が
基部部材１５に対して第２方向Ｈ２の他方側に移動したときに、先端部材１３が中継部材
１４に対して第２方向Ｈ２の他方側に移動する。
【００２８】
　物品移載装置１には、先端部材１３を基部部材１５に対して第２方向Ｈ２に沿って出退
移動させる出退用モータＭ３が設けられており、制御装置８１ｆは、出退用モータＭ３の
駆動を制御することで、先端部材１３を第２方向Ｈ２に沿って出退移動させる。出退用モ
ータＭ３は、第１ガイド部１１の先端部材１３及び第２ガイド部１２の先端部材１３に対
応して一対設けられている。詳細は省略するが、出退用モータＭ３は、中継部材１４の下
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部に形成されたラックに噛み合う歯付ベルトをその長手方向に沿って回転駆動することで
、中継部材１４を基部部材１５に対して第２方向Ｈ２に移動させるように構成されており
、中継部材１４が基部部材１５に対して第２方向Ｈ２の両側に移動することで、上述した
連動部材の作用により先端部材１３が第２方向Ｈ２に沿って出退移動する。
【００２９】
　先端部材１３には、第２方向Ｈ２に平行な軸心周りに揺動自在なフック１６（当接部材
の一例）と、フック１６の姿勢を変更させるフック用モータＭ４（図９参照）と、が設け
られている。図３に示すように、先端部材１３における第２方向Ｈ２の一端部に設けられ
るフック１６と、先端部材１３における第２方向Ｈ２の他端部に設けられるフック１６と
、先端部材１３における第２方向Ｈ２の中央部に設けられるフック１６との３つのフック
１６が、先端部材１３に設けられている。制御装置８１ｆは、フック用モータＭ４の駆動
を制御することで、フック１６の全体が先端部材１３の内面よりも第１方向Ｈ１の外側（
物品支持部３０が位置する側とは反対側）に配置される退避姿勢（図７、図８参照）と、
フック１６の先端部が先端部材１３の内面よりも第１方向Ｈ１の内側に配置される当接姿
勢（図３、図６参照）とに、フック１６の姿勢を変更する。なお、先端部材１３の内面は
、先端部材１３における上述したガイド部分を構成する部分の内面である。第１ガイド部
１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３には、３つのフック１６に対応して
３つのフック用モータＭ４が設けられており、制御装置８１ｆは、３つのフック１６の姿
勢を独立に変更することができる。
【００３０】
　収納棚８０等の移載対象箇所に位置する物品Ｗを物品移載装置１に移載する場合には、
制御装置８１ｆは、走行台車８１ａの走行作動及び昇降体８１ｃの昇降作動を制御して物
品移載装置１を移載対象箇所に対応する位置に移動させると共に、第１ガイド部１１及び
第２ガイド部１２のそれぞれの第１方向Ｈ１の位置を制御して、第１ガイド部１１と第２
ガイド部１２との間隔を移載対象の物品Ｗの第１方向Ｈ１（棚横幅方向Ｘ）の幅に合わせ
ると共に、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置Ｃを
、移載対象の物品Ｗが第１方向Ｈ１で第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間に配置
される位置に調整する（例えば、中心位置Ｃを、移載対象の物品Ｗの第１方向Ｈ１での中
心位置に合わせて調整する）。なお、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間隔（第
１ガイド部１１の先端部材１３の内面と第２ガイド部１２の先端部材１３の内面との間隔
）は、移載対象の物品Ｗの第１方向Ｈ１の幅より広く、且つ、フック１６を当接姿勢に切
り替えた場合にフック１６が移載対象の物品Ｗに当接する間隔に調整される。
【００３１】
　そして、制御装置８１ｆは、フック１６を退避姿勢に姿勢変更させた状態で、第１ガイ
ド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を、移載対象の物品Ｗが第２方
向Ｈ２に並ぶ一対のフック１６の間に配置される位置まで突出移動させる。第２方向Ｈ２
（棚前後方向Ｙ）に並ぶ２つの物品Ｗを同時に物品移載装置１に移載する場合には、移載
対象の２つの物品Ｗのそれぞれが第２方向Ｈ２に並ぶ一対のフック１６の間に配置される
位置まで、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を突出移動
させる（図１参照）。そして、制御装置８１ｆは、フック１６を退避姿勢から当接姿勢に
姿勢変更させた後、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を
、移載対象の物品Ｗが物品支持部３０に支持される位置（例えば、後述する引退位置）ま
で引退移動させる。第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を
引退移動させる途中で当接姿勢のフック１６が物品Ｗに当接し、その後、先端部材１３の
引退移動により物品Ｗがフック１６により物品支持部３０側に引き込まれる。なお、第１
ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を引退移動させる前後或い
はその途中に、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間隔を狭める制御を行ってもよ
い。
【００３２】
　また、物品移載装置１に位置する物品Ｗを収納棚８０等の移載対象箇所に移載する場合



(10) JP 6729491 B2 2020.7.22

10

20

30

40

50

には、制御装置８１ｆは、走行台車８１ａの走行作動及び昇降体８１ｃの昇降作動を制御
して物品移載装置１を移載対象箇所に対応する位置に移動させると共に、必要に応じて、
第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの第１方向Ｈ１の位置を制御して、第
１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置Ｃを移載対象箇所
に合わせて調整する。そして、制御装置８１ｆは、フック１６を当接姿勢に姿勢変更させ
た状態で、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を、移載対
象の物品Ｗが移載対象箇所（例えば、収納棚８０の支持体８０ａ）に支持される位置まで
突出移動させる。第２方向Ｈ２（棚前後方向Ｙ）に並ぶ２つの物品Ｗを同時に物品移載装
置１から移載する場合には、移載対象の２つの物品Ｗのそれぞれが移載対象箇所に支持さ
れる位置まで、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を突出
移動させる（図１参照）。第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材
１３を突出移動させる途中で当接姿勢のフック１６が物品Ｗに当接し、その後、先端部材
１３の突出移動により物品Ｗがフック１６により移載対象箇所側に押し出される。そして
、制御装置８１ｆは、フック１６を当接姿勢から退避姿勢に姿勢変更させた後、第１ガイ
ド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を基台２側に設定される引退位
置（例えば、先端部材１３の第２方向Ｈ２の中心位置が物品支持部３０の第２方向Ｈ２の
中心位置と一致する位置）まで引退移動させる。なお、第１ガイド部１１及び第２ガイド
部１２のそれぞれの先端部材１３を引退移動させる前に、第１ガイド部１１と第２ガイド
部１２との間隔を広げる制御を行ってもよい。
【００３３】
　本実施形態では、図３に示すように、物品支持部３０は、物品Ｗを下方から支持した状
態で物品Ｗを第２方向Ｈ２に沿って搬送するコンベヤ装置３１（ここでは、ベルトコンベ
ヤ）を備えている。すなわち、物品支持部３０は、物品Ｗを下方から支持する機能に加え
て、物品Ｗを第２方向Ｈ２に沿って移動させる機能を有している。物品移載装置１には、
コンベヤ装置３１を駆動するコンベヤ用モータＭ８（図９参照）が設けられており、制御
装置８１ｆは、コンベヤ用モータＭ８の駆動を制御することで、物品支持部３０に支持さ
れた物品Ｗを第２方向Ｈ２に沿って移動させる。具体的には、制御装置８１ｆは、収納棚
８０等の移載対象箇所に位置する物品Ｗを物品移載装置１に移載する場合には、先端部材
１３の引退移動による物品Ｗの物品支持部３０側への引き込み動作に合わせて、コンベヤ
装置３１による物品Ｗの搬送方向及び搬送速度が当該引き込みによる物品Ｗの搬送方向及
び搬送速度と同調するようにコンベヤ装置３１を駆動し、物品移載装置１に位置する物品
Ｗを収納棚８０等の移載対象箇所に移載する場合には、先端部材１３の突出移動による物
品Ｗの移載対象箇所側への押し出し動作に合わせて、コンベヤ装置３１による物品Ｗの搬
送方向及び搬送速度が当該押し出しによる物品Ｗの搬送方向及び搬送速度と同調するよう
にコンベヤ装置３１を駆動する。なお、コンベヤ装置３１は、第２方向Ｈ２に並ぶ状態で
一対設けられている。そして、コンベヤ用モータＭ８は、一対のコンベヤ装置３１に対応
して一対設けられており、制御装置８１ｆは、一対のコンベヤ装置３１を独立に駆動する
ことができる。なお、物品支持部３０が備えるコンベヤ装置３１の数は適宜変更可能であ
る。
【００３４】
　このように、本実施形態では、第１ガイド部１１（先端部材１３）を出退用モータＭ３
にて第２方向Ｈ２に沿って出退移動させる機構、第２ガイド部１２（先端部材１３）を出
退用モータＭ３にて第２方向Ｈ２に沿って出退移動させる機構、及び物品支持部３０が備
えるコンベヤ装置３１をコンベヤ用モータＭ８にて駆動する機構により、第２方向Ｈ２に
沿って物品Ｗを基台２に対して移動させる物品移動機構３が構成されている。
【００３５】
　上述したように、物品移載装置１は、第１方向Ｈ１における第１ガイド部１１と第２ガ
イド部１２との中間に物品支持部３０が位置するように、第１方向Ｈ１に沿う第１ガイド
部１１及び第２ガイド部１２の移動と物品支持部３０の移動とを連動させる連動機構５を
備えている。以下、連動機構５の構成について説明する。
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【００３６】
　図４及び図５に示すように、連動機構５は、物品支持部３０に回転自在に支持される第
１回転体５１と、第１回転体５１に対して第１方向Ｈ１の一方側において基台２にそれぞ
れ固定される第２回転体５２及び第３回転体５３と、第１回転体５１に対して第１方向Ｈ
１の他方側において基台２にそれぞれ固定される第４回転体５４及び第５回転体５５と、
を備えている。図６に示すように、第１回転体５１は、軸心が鉛直方向Ｚに平行となる向
きで物品支持部３０の下部に回転自在に取り付けられており、第１回転体５１の軸心は、
物品支持部３０と一体的に第１方向Ｈ１に沿って移動する。また、第２回転体５２、第３
回転体５３、第４回転体５４、及び第５回転体５５のそれぞれは、軸心が鉛直方向Ｚに平
行となる向きで基台２に回転自在に取り付けられている。図５に示すように、第２回転体
５２及び第４回転体５４は、第１回転体５１に対して第２方向Ｈ２の一方側において第２
方向Ｈ２の互いに同一の位置に配置され、第３回転体５３及び第５回転体５５は、第１回
転体５１に対して第２方向Ｈ２の他方側において第２方向Ｈ２の互いに同一の位置に配置
されている。
【００３７】
　そして、連動機構５は、少なくとも第１回転体５１、第２回転体５２、及び第４回転体
５４に巻回される第１動力伝達体７１と、少なくとも第１回転体５１、第３回転体５３、
及び第５回転体５５に巻回される第２動力伝達体７２と、を備えている。すなわち、第１
回転体５１には、第１動力伝達体７１と第２動力伝達体７２との双方が巻回される。
【００３８】
　図４及び図５に示すように、連動機構５は、物品支持部３０の下部に回転自在に支持さ
れる４つの案内用回転体５６を備えている。そして、第１動力伝達体７１は、第１動力伝
達体７１によって形成される環の内側に第１回転体５１、第２回転体５２、及び第４回転
体５４が配置され、第１動力伝達体７１によって形成される環の外側に２つの案内用回転
体５６が配置されるように、第１回転体５１、案内用回転体５６、第２回転体５２、第４
回転体５４、案内用回転体５６の順に環状に巻回されている。また、第２動力伝達体７２
は、第２動力伝達体７２によって形成される環の内側に第１回転体５１、第３回転体５３
、及び第５回転体５５が配置され、第２動力伝達体７２によって形成される環の外側に２
つの案内用回転体５６が配置されるように、第１回転体５１、案内用回転体５６、第３回
転体５３、第５回転体５５、案内用回転体５６の順に環状に巻回されている。案内用回転
体５６は、第１動力伝達体７１や第２動力伝達体７２が第１回転体５１に対して接触する
部分の長さ（外周に沿った長さ）を長く確保するために設けられている。図６に示すよう
に、第１動力伝達体７１と第２動力伝達体７２は、鉛直方向Ｚの互いに異なる位置に配置
されており、これにより、互いの干渉を避けつつ第１動力伝達体７１と第２動力伝達体７
２とを平面視で交差するように（図４、図５参照）配置することが可能となっている。
【００３９】
　なお、動力伝達体（７１，７２）は、索状に形成されて複数の回転体（５１～５６）の
間で動力を伝達する部材である。動力伝達体（７１，７２）として、例えば、ベルト、歯
付きベルト、チェーン、ワイヤ等を用いることができ、回転体（５１～５６）として、例
えば、プーリー、スプロケット等を用いることができる。
【００４０】
　このように連動機構５が構成されるため、第１動力伝達体７１及び第２動力伝達体７２
のうちの第１動力伝達体７１のみがその長手方向に沿って回転駆動される場合には、第１
回転体５１は、回転しながら第１方向Ｈ１に沿って移動する。そして、図５より明らかな
ように、この場合の第１回転体５１の軸心の第１方向Ｈ１に沿った移動距離は、第１動力
伝達体７１の各部の移動距離よりも、第１回転体５１の外周長さと第１回転体５１の回転
量との積の分だけ短くなり、具体的には、第１動力伝達体７１の各部の移動距離の半分の
距離となる。すなわち、第１回転体５１の軸心の第１方向Ｈ１に沿った移動速度は、第１
動力伝達体７１の各部の移動速度の半分の速度となる。同様に、第１動力伝達体７１及び
第２動力伝達体７２のうちの第２動力伝達体７２のみがその長手方向に沿って回転駆動さ
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れる場合には、第１回転体５１の軸心の第１方向Ｈ１に沿った移動距離は、第２動力伝達
体７２の各部の移動距離の半分の距離となる。すなわち、第１回転体５１の軸心の第１方
向Ｈ１に沿った移動速度は、第２動力伝達体７２の各部の移動速度の半分の速度となる。
【００４１】
　このような連動機構５の動作に鑑みて、連動機構５は、図４及び図５に示すように、第
１動力伝達体７１に固定される第１移動部６１と第２動力伝達体７２に固定される第２移
動部６２とを備えている。そして、図６に示すように、第１移動部６１は、第１方向Ｈ１
に沿って第１ガイド部１１と一体的に移動するように、第１ガイド部１１の下部（第１ガ
イド部１１が備える基部部材１５の下部）に連結され、第２移動部６２は、第１方向Ｈ１
に沿って第２ガイド部１２と一体的に移動するように、第２ガイド部１２の下部（第２ガ
イド部１２が備える基部部材１５の下部）に連結されている。
【００４２】
　図５に示すように、第１移動部６１及び第２移動部６２は、第１回転体５１に対して第
１方向Ｈ１の互いに反対側に配置されている。第１回転体５１の軸心は、第１移動部６１
と第２移動部６２との間の第１方向Ｈ１での中心位置に配置されている。そして、第１移
動部６１及び第２移動部６２は、第１回転体５１の回転に伴い第１方向Ｈ１に沿って互い
に反対側に移動するように第１回転体５１に連結されている。具体的には、第１移動部６
１は、図５において第１回転体５１が時計回り方向に回転する場合に第１方向Ｈ１に沿っ
て第４回転体５４から第２回転体５２に向かう側に移動するように第１回転体５１に連結
され、第２移動部６２は、図５において第１回転体５１が時計回り方向に回転する場合に
第１方向Ｈ１に沿って第３回転体５３から第５回転体５５に向かう側に移動するように第
１回転体５１に連結されている。すなわち、第１移動部６１は、第１動力伝達体７１及び
第２動力伝達体７２のうちの第１動力伝達体７１のみがその長手方向に沿って回転駆動さ
れる場合に、第１動力伝達体７１における第１回転体５１の軸心と第１方向Ｈ１の同じ側
に移動する部分（ここでは、第２回転体５２と案内用回転体５６とを連結する部分）に連
結され、第２移動部６２は、第１動力伝達体７１及び第２動力伝達体７２のうちの第２動
力伝達体７２のみがその長手方向に沿って回転駆動される場合に、第２動力伝達体７２に
おける第１回転体５１の軸心と第１方向Ｈ１の同じ側に移動する部分（ここでは、第５回
転体５５と案内用回転体５６とを連結する部分）に連結されている。
【００４３】
　よって、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のいずれか一方を第１方向Ｈ１に沿っ
て移動させる場合に、いずれのガイド部を移動させる場合であっても、第１方向Ｈ１にお
ける当該ガイド部が移動する側と同じ側に、第１回転体５１が回転しながら移動する。そ
して、この場合の第１回転体５１の軸心の第１方向Ｈ１に沿った移動距離は、第１ガイド
部１１或いは第２ガイド部１２の第１方向Ｈ１に沿った移動距離の半分の距離となる。そ
のため、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のいずれのガイド部を移動させる場合で
あっても、第１回転体５１の軸心は、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１
方向Ｈ１での中心位置の移動に追従して第１方向Ｈ１に沿って移動する。すなわち、第１
ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置の移動に追従するよ
うに、物品支持部３０を第１方向Ｈ１に沿って移動させることができる。
【００４４】
　例えば、図６に示す状態から第２ガイド部１２のみを第１方向Ｈ１における第１ガイド
部１１と第２ガイド部１２との間隔が狭くなる側に移動させると、図７に示すように、物
品支持部３０は、第１方向Ｈ１における第２ガイド部１２が移動する側と同じ側に、第２
ガイド部１２の第１方向Ｈ１に沿った移動距離の半分の距離だけ第１方向Ｈ１に沿って移
動する。この結果、第２ガイド部１２の移動前に第１ガイド部１１と第２ガイド部１２と
の間の第１方向Ｈ１での中心に位置する物品支持部３０（図６参照）は、第２ガイド部１
２の移動中及び移動後においても、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１方
向Ｈ１での中心に位置する（図７参照）。
【００４５】
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　第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２の双方を第１方向Ｈ１に沿って移動させる場合
の物品支持部３０の最終的な第１方向Ｈ１の位置は、第１ガイド部１１及び第２ガイド部
１２の一方を先に目標位置に移動させてから第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２の他
方を目標位置に移動させる場合と同一の位置となるため、第１ガイド部１１及び第２ガイ
ド部１２の一方のみを第１方向Ｈ１に沿って移動させる場合だけでなく、第１ガイド部１
１及び第２ガイド部１２の双方を第１方向Ｈ１に沿って移動させる場合にも、第１ガイド
部１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置の移動に追従するように、
物品支持部３０を第１方向Ｈ１に沿って移動させることができる。図８には、図６に示す
状態から第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２の双方を第１方向Ｈ１における第１ガイ
ド部１１と第２ガイド部１２との間隔が狭くなる側に互いに同じ距離だけ移動させた場合
を示している。この場合、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２との間の第１方向Ｈ１で
の中心位置は移動せず、物品支持部３０がその中心位置に維持された状態で、第１ガイド
部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれが互いに接近する側に移動する。
【００４６】
　このように、連動機構５の動作により、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれ
ぞれの第１方向Ｈ１の位置によらず、第１方向Ｈ１における第１ガイド部１１と第２ガイ
ド部１２との中間に物品支持部３０が位置する。図６に示すように、第１回転体５１は、
その軸心が物品支持部３０の第１方向Ｈ１での中心位置に配置されるように物品支持部３
０に支持されている。そのため、物品支持部３０は、第１ガイド部１１及び第２ガイド部
１２のそれぞれの第１方向Ｈ１の位置によらず、第１ガイド部１１と第２ガイド部１２と
の間の第１方向Ｈ１での中心位置に配置される。
【００４７】
　図４及び図５に示すように、物品移載装置１には、第１ガイド部１１を第１方向Ｈ１に
沿って移動させる第１ガイド移動用モータＭ１と、第２ガイド部１２を第１方向Ｈ１に沿
って移動させる第２ガイド移動用モータＭ２とが設けられている。すなわち、第１ガイド
部１１と第２ガイド部１２とを独立に第１方向Ｈ１に沿って移動させるガイド移動機構４
は、第１ガイド移動用モータＭ１と第２ガイド移動用モータＭ２と備えている。第１ガイ
ド移動用モータＭ１及び第２ガイド移動用モータＭ２は基台２に固定されている。そして
、制御装置８１ｆは、第１ガイド移動用モータＭ１の駆動を制御することで第１ガイド部
１１を第１方向Ｈ１に沿って移動させ、第２ガイド移動用モータＭ２の駆動を制御するこ
とで第２ガイド部１２を第１方向Ｈ１に沿って移動させる。本実施形態では、第１ガイド
移動用モータＭ１が「第１駆動力源」に相当し、第２ガイド移動用モータＭ２が「第２駆
動力源」に相当する。
【００４８】
　図４及び図５に示すように、第１ガイド移動用モータＭ１は、第２回転体５２を回転駆
動するように設けられ、第２ガイド移動用モータＭ２は、第３回転体５３を回転駆動する
ように設けられている。すなわち、第１動力伝達体７１が巻回される複数の回転体のうち
、第２回転体５２は第１動力伝達体７１を回転駆動する駆動回転体であり、第１回転体５
１は軸心が基台２に対して第１方向Ｈ１に沿って移動自在な従動回転体であり、残りの回
転体は軸心が基台２に固定された従動回転体である。そして、第１ガイド移動用モータＭ
１の駆動力により第１動力伝達体７１が回転駆動されることで、第１ガイド部１１が第１
方向Ｈ１に沿って移動する。また、第２動力伝達体７２が巻回される複数の回転体のうち
、第３回転体５３は第２動力伝達体７２を回転駆動する駆動回転体であり、第１回転体５
１は軸心が基台２に対して第１方向Ｈ１に沿って移動自在な従動回転体であり、残りの回
転体は軸心が基台２に固定された従動回転体である。そして、第２ガイド移動用モータＭ
２の駆動力により第２動力伝達体７２が回転駆動されることで、第２ガイド部１２が第１
方向Ｈ１に沿って移動する。なお、第１ガイド移動用モータＭ１が第４回転体５４を回転
駆動する構成や、第２ガイド移動用モータＭ２が第５回転体５５を回転駆動する構成とす
ることもできる。
【００４９】
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　このように、この物品移載装置１では、第１ガイド部１１を第１方向Ｈ１に沿って移動
させる機構に、連動機構５を構成する第２回転体５２、第４回転体５４、及び第１動力伝
達体７１を用い、第２ガイド部１２を第１方向Ｈ１に沿って移動させる機構に、連動機構
５を構成する第３回転体５３、第５回転体５５、及び第２動力伝達体７２を用いている。
すなわち、連動機構５を構成する回転体（５２～５５）及び動力伝達体（７１，７２）を
ガイド移動機構４にも用いており、その分、物品移載装置１の構成の簡素化を図ることが
可能となっている。
【００５０】
〔その他の実施形態〕
　次に、物品移載装置のその他の実施形態について説明する。
【００５１】
（１）上記の実施形態では、第１動力伝達体７１が、第１動力伝達体７１によって形成さ
れる環の内側に第１回転体５１が配置されるように巻回され、第２動力伝達体７２が、第
２動力伝達体７２によって形成される環の内側に第１回転体５１が配置されるように巻回
される構成を例として説明した。しかし、そのような構成に限定されることなく、第１動
力伝達体７１が、第１動力伝達体７１によって形成される環の外側に第１回転体５１が配
置されるように巻回され、第２動力伝達体７２が、第２動力伝達体７２によって形成され
る環の外側に第１回転体５１が配置されるように巻回される構成とすることもできる。ま
た、上記の実施形態では、連動機構５が案内用回転体５６を備える構成を例として説明し
たが、連動機構５が案内用回転体５６を備えない構成とすることも可能である。
【００５２】
（２）上記の実施形態では、連動機構５が、第１回転体５１と第１移動部６１とを連結す
るための部材として、少なくとも第１回転体５１、第２回転体５２、及び第４回転体５４
に巻回される第１動力伝達体７１を備え、第１回転体５１と第２移動部６２とを連結する
ための部材として、少なくとも第１回転体５１、第３回転体５３、及び第５回転体５５に
巻回される第２動力伝達体７２を備える構成を例として説明した。しかし、そのような構
成に限定されることなく、連動機構５を、ラック・ピニオン機構を用いた機構とすること
や、リンク機構を用いた機構とすることも可能である。
【００５３】
　連動機構５をラック・ピニオン機構を用いた機構とする場合の一例を図１０に示す。図
１０に示す例では、連動機構５が、第１回転体として、軸心が鉛直方向Ｚに平行となる向
きで物品支持部３０の下部に回転自在に取り付けられるピニオン４０を備えると共に、ピ
ニオン４０と第１移動部６１とを連結する第１ラック４１と、ピニオン４０と第２移動部
６２とを連結する第２ラック４２とを備えている。第１ラック４１は、第１方向Ｈ１に沿
う姿勢で第１移動部６１に連結されることで、第１方向Ｈ１に沿って第１ガイド部１１と
一体的に移動するように連結され、第２ラック４２は、第１方向Ｈ１に沿う姿勢で第２移
動部６２に連結されることで、第１方向Ｈ１に沿って第２ガイド部１２と一体的に移動す
るように連結されている。第１ラック４１及び第２ラック４２は、第２方向Ｈ２の互いに
反対側からピニオン４０に噛み合うように配置されている。また、第１ラック４１におけ
る第２方向Ｈ２でピニオン４０とは反対側の部分に、第１ガイド移動用モータＭ１によっ
て駆動されるギヤに噛み合う歯が形成され、第２ラック４２における第２方向Ｈ２でピニ
オン４０とは反対側の部分に、第２ガイド移動用モータＭ２によって駆動されるギヤに噛
み合う歯が形成されている。なお、第１ガイド移動用モータＭ１及び第２ガイド移動用モ
ータＭ２は基台２に固定されている。
【００５４】
　このような構成の連動機構５においても、上記実施形態と同様に、第１ガイド移動用モ
ータＭ１の駆動を制御することで第１ガイド部１１を第１方向Ｈ１に沿って移動させるこ
とができると共に、第２ガイド移動用モータＭ２の駆動を制御することで第２ガイド部１
２を第１方向Ｈ１に沿って移動させることができる。そして、第１ラック４１及び第２ラ
ック４２のいずれのラックを第１方向Ｈ１に沿って移動させる場合であっても、第１方向
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Ｈ１における当該ラックが移動する側と同じ側に、ピニオン４０が回転しながら移動し、
この場合のピニオン４０の軸心の第１方向Ｈ１に沿った移動距離は、第１ラック４１或い
は第２ラック４２の第１方向Ｈ１に沿った移動距離の半分の距離となる。よって、図１０
に示す構成の連動機構５においても、上記実施形態と同様に、第１ガイド部１１と第２ガ
イド部１２との間の第１方向Ｈ１での中心位置の移動に追従するように、物品支持部３０
を第１方向Ｈ１に沿って移動させることができる。
【００５５】
（３）上記の実施形態では、連動機構５を構成する回転体（５２～５５）及び動力伝達体
（７１，７２）をガイド移動機構４にも用いる構成を例として説明した。しかし、そのよ
うな構成に限定されることなく、ガイド移動機構４を、連動機構５とは独立した機構とす
ることもできる。この場合、例えば、ガイド移動機構４を、ラック・ピニオン機構を用い
た機構とすることができる。
【００５６】
（４）上記の実施形態では、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれが、先端
部材１３と中継部材１４と基部部材１５とを備える３段式のスライド機構を備える構成を
例として説明した。しかし、そのような構成に限定されることなく、第１ガイド部１１及
び第２ガイド部１２のそれぞれが、４段式以上のスライド機構を備える構成とすることも
できる。また、上記の実施形態では、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれ
の先端部材１３に、３つのフック１６が第２方向Ｈ２に並べて設けられる構成を例として
説明したが、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３に、２つ
或いは４つ以上のフック１６が第２方向Ｈ２に並べて設けられる構成とすることもできる
。
【００５７】
（５）上記の実施形態では、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部
材１３にフック１６が設けられ、当接姿勢のフック１６により物品Ｗを押し出し又は引き
込むことで、第２方向Ｈ２に沿って物品Ｗを基台２に対して移動させる構成を例として説
明した。しかし、そのような構成に限定されることなく、第１ガイド部１１及び第２ガイ
ド部１２のそれぞれの先端部材１３にフック１６を設けず、第１ガイド部１１の先端部材
１３と第２ガイド部１２の先端部材１３とで物品Ｗを第１方向Ｈ１の両側から挟持した状
態で第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３を第２方向Ｈ２に
沿って出退移動させることで、第２方向Ｈ２に沿って物品Ｗを基台２に対して移動させる
構成とすることもできる。この場合、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２は、物品Ｗ
の第１方向Ｈ１の位置を規制するガイドとしての機能に加えて、物品Ｗを挟持する機能を
有する。このように第１ガイド部１１の先端部材１３と第２ガイド部１２の先端部材１３
とで物品Ｗを第１方向Ｈ１の両側から挟持する構成において、第１ガイド部１１及び第２
ガイド部１２のそれぞれの先端部材１３に、物品Ｗの側部に当接して物品Ｗを第２方向Ｈ
２に沿って搬送するコンベヤ装置（ベルトコンベヤ等）が設けられる構成とすることもで
きる。この場合、第１ガイド部１１及び第２ガイド部１２は、物品Ｗの第１方向Ｈ１の位
置を規制するガイドとしての機能に加えて、物品Ｗを挟持して搬送する機能を有する。
【００５８】
（６）上記の実施形態では、物品支持部３０の基台２に対する第２方向Ｈ２の位置が固定
され、物品支持部３０がコンベヤ装置３１を備える構成を例として説明した。しかし、そ
のような構成に限定されることなく、物品支持部３０がコンベヤ装置３１を備えず、物品
支持部３０を第２方向Ｈ２に沿って出退移動させる機構が、第２方向Ｈ２に沿って物品Ｗ
を基台２に対して移動させる物品移動機構３として物品移載装置１に設けられる構成とす
ることもできる。この場合、物品支持部３０を移載対象箇所側に突出させた状態で昇降体
８１ｃを昇降させることで、物品支持部３０（物品移載装置１）と移載対象箇所との間で
物品Ｗが移載される。このように物品支持部３０を第２方向Ｈ２に沿って出退移動させる
機構が物品移載装置１に設けられる場合には、物品移動機構３として動作する機構を第１
ガイド部１１及び第２ガイド部１２に設ける必要は必ずしもなく、例えば、第１ガイド部
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１１及び第２ガイド部１２を、基台２に対する第２方向Ｈ２の位置が固定された部材（例
えば、平板状部材）により構成することができる。また、このような場合に、物品Ｗを下
方から支持した状態で物品Ｗを第２方向Ｈ２に沿って搬送する第１コンベヤ装置及び第２
コンベヤ装置（ベルトコンベヤ等）が、物品支持部３０に対して第１方向Ｈ１の両側に分
かれて設けられ、第１コンベヤ装置が第１方向Ｈ１に沿って第１ガイド部１１と一体的に
移動するように連結され、第２コンベヤ装置が第１方向Ｈ１に沿って第２ガイド部１２と
一体的に移動するように連結される構成とすることもできる。
【００５９】
（７）上記の実施形態では、収納棚８０に２つの物品Ｗが棚前後方向Ｙに並べて収納され
る構成を例として説明した。しかし、そのような構成に限定されることなく、収納棚８０
に３つ以上の物品Ｗが棚前後方向Ｙに並べて収納される構成とすることや、収納棚８０の
各段（鉛直方向Ｚにおける各収納位置）において棚横幅方向Ｘの同じ位置に１つの物品Ｗ
のみが収納される構成とすることもできる。また、上記の実施形態では、棚横幅方向Ｘに
並ぶ一対の支柱８０ｂの間に架設される支持体８０ａに、複数の物品Ｗが棚横幅方向Ｘに
並べて支持される構成を例として説明した。しかし、そのような構成に限定されることな
く、収納棚８０の各段において、棚横幅方向Ｘに並ぶ一対の支柱８０ｂの間における棚前
後方向Ｙの同じ位置に１つの物品Ｗのみが支持される構成とすることもできる。この場合
、支持体８０ａを、物品Ｗの底部における棚横幅方向Ｘの両端部のみを支持するように設
けてもよい。また、上記の実施形態では、収納棚８０が走行経路Ｒを間に挟んで棚前後方
向Ｙに対向するように一対設置される構成を例として説明したが、収納棚８０が走行経路
Ｒに対して棚前後方向Ｙの一方側にのみ設置される構成とすることもできる。
【００６０】
（８）上記の実施形態では、本開示に係る物品移載装置を、図１及び図２に示す構成のス
タッカークレーン８１に適用した場合を例として説明したが、物品移載装置が搭載される
スタッカークレーン８１の構成は適宜変更可能である。例えば、昇降体８１ｃを１つのみ
備えるスタッカークレーン８１に本開示に係る物品移載装置を適用することができる。ま
た、本開示に係る物品移載装置を、スタッカークレーン以外の物品搬送装置に適用するこ
とも可能であり、例えば、自身の現在位置を認識しながら床面部を自律走行する物品搬送
装置や、収納棚８０の各段において棚横幅方向Ｘに沿って設けられた走行経路を走行する
物品搬送装置に、本開示に係る物品移載装置を適用することができる。
【００６１】
（９）なお、上述した各実施形態で開示された構成は、矛盾が生じない限り、他の実施形
態で開示された構成と組み合わせて適用すること（その他の実施形態として説明した実施
形態同士の組み合わせを含む）も可能である。その他の構成に関しても、本明細書におい
て開示された実施形態は全ての点で単なる例示に過ぎない。従って、本開示の趣旨を逸脱
しない範囲内で、適宜、種々の改変を行うことが可能である。
【００６２】
〔上記実施形態の概要〕
　以下、上記において説明した物品移載装置の概要について説明する。
【００６３】
　物品移載装置は、物品を下方から支持する物品支持部と、前記物品支持部に支持された
物品を挟んで水平面に沿う第１方向に対向する第１ガイド部及び第２ガイド部と、前記物
品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支持する基台と、水平面において
前記第１方向に直交する第２方向に沿って物品を前記基台に対して移動させる物品移動機
構と、を備え、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部は、前記第１
方向に移動自在に前記基台に支持され、前記第１ガイド部と前記第２ガイド部とを独立に
前記第１方向に沿って移動させるガイド移動機構と、前記第１方向における前記第１ガイ
ド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部が位置するように、前記第１方向に沿
う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と前記物品支持部の移動とを連動させる
連動機構と、を備え、前記連動機構は、前記第１ガイド部と前記第２ガイド部との間の前
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記第１方向での中心位置が前記基台に対して移動した場合に、当該中心位置の移動に追従
するように前記物品支持部を前記第１方向に移動させるように構成されている。
【００６４】
　この構成によれば、物品移載装置が、第１ガイド部と第２ガイド部とを独立に第１方向
に沿って移動させるガイド移動機構を備えるため、第１方向における移動方向及び移動距
離を、第１ガイド部と第２ガイド部とのそれぞれについて独立に設定することができる。
よって、第１ガイド部及び第２ガイド部の一方又は双方を第１方向に沿って移動させるこ
とで、第１ガイド部と第２ガイド部との間隔（第１方向での離間距離）の調整だけでなく
、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での中心位置の調整も行うことができる
。
　その上で、上記の構成によれば、物品を下方から支持する物品支持部が第１方向に移動
自在に基台に支持されると共に、物品移載装置が、ガイド移動機構に加えて連動機構を備
える。そして、この連動機構は、第１方向における第１ガイド部と第２ガイド部との中間
に物品支持部が位置するように、第１方向に沿う第１ガイド部及び第２ガイド部の移動と
物品支持部の移動とを連動させるように構成される。よって、第１ガイド部と第２ガイド
部との間の第１方向での中心位置が基台に対して移動した場合であっても、当該中心位置
の移動に追従するように物品支持部を第１方向に移動させて、物品における第１方向の中
央部分を物品支持部によって支持することが可能となる。
　以上のように、上記の構成によれば、第１ガイド部と第２ガイド部とが独立に第１方向
に沿って移動可能な構成としつつ、物品を物品支持部によって安定的に支持することが可
能な物品移載装置を実現することができる。
【００６５】
　物品移載装置は、物品を下方から支持する物品支持部と、前記物品支持部に支持された
物品を挟んで水平面に沿う第１方向に対向する第１ガイド部及び第２ガイド部と、前記物
品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部を支持する基台と、水平面において
前記第１方向に直交する第２方向に沿って物品を前記基台に対して移動させる物品移動機
構と、を備え、前記物品支持部、前記第１ガイド部、及び前記第２ガイド部は、前記第１
方向に移動自在に前記基台に支持され、前記第１ガイド部と前記第２ガイド部とを独立に
前記第１方向に沿って移動させるガイド移動機構と、前記第１方向における前記第１ガイ
ド部と前記第２ガイド部との中間に前記物品支持部が位置するように、前記第１方向に沿
う前記第１ガイド部及び前記第２ガイド部の移動と前記物品支持部の移動とを連動させる
連動機構と、を備え、前記連動機構は、前記物品支持部に回転自在に支持された第１回転
体と、前記第１回転体の回転に伴い前記第１方向に沿って互いに反対側に移動するように
前記第１回転体に連結された第１移動部及び第２移動部と、を備え、前記第１移動部が前
記第１方向に沿って前記第１ガイド部と一体的に移動するように連結され、前記第２移動
部が前記第１方向に沿って前記第２ガイド部と一体的に移動するように連結されている。
【００６６】
　この構成によれば、物品移載装置が、第１ガイド部と第２ガイド部とを独立に第１方向
に沿って移動させるガイド移動機構を備えるため、第１方向における移動方向及び移動距
離を、第１ガイド部と第２ガイド部とのそれぞれについて独立に設定することができる。
よって、第１ガイド部及び第２ガイド部の一方又は双方を第１方向に沿って移動させるこ
とで、第１ガイド部と第２ガイド部との間隔（第１方向での離間距離）の調整だけでなく
、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での中心位置の調整も行うことができる
。
　その上で、上記の構成によれば、物品を下方から支持する物品支持部が第１方向に移動
自在に基台に支持されると共に、物品移載装置が、ガイド移動機構に加えて連動機構を備
える。そして、この連動機構は、第１方向における第１ガイド部と第２ガイド部との中間
に物品支持部が位置するように、第１方向に沿う第１ガイド部及び第２ガイド部の移動と
物品支持部の移動とを連動させるように構成される。よって、第１ガイド部と第２ガイド
部との間の第１方向での中心位置が基台に対して移動した場合であっても、当該中心位置
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の移動に追従するように物品支持部を第１方向に移動させて、物品における第１方向の中
央部分を物品支持部によって支持することが可能となる。
　以上のように、上記の構成によれば、第１ガイド部と第２ガイド部とが独立に第１方向
に沿って移動可能な構成としつつ、物品を物品支持部によって安定的に支持することが可
能な物品移載装置を実現することができる。
　更に、この構成によれば、第１方向に沿って第１ガイド部と一体的に移動するように連
結される第１移動部と、第１方向に沿って第２ガイド部と一体的に移動するように連結さ
れる第２移動部とが、第１回転体の回転に伴い第１方向に沿って互いに反対側に移動する
ように第１回転体に連結される。よって、第１ガイド部及び第２ガイド部のいずれか一方
を第１方向に沿って移動させる場合に、いずれのガイド部を移動させる場合であっても、
第１方向における当該ガイド部が移動する側と同じ側に、第１回転体が回転しながら移動
する構成とすることが可能となる。そして、この場合の第１回転体の軸心の第１方向に沿
った移動距離は、第１ガイド部或いは第２ガイド部の第１方向に沿った移動距離よりも、
第１回転体の回転数に応じた距離の分だけ短くなり、例えば、第１回転体の軸心の第１方
向に沿った移動距離を、第１ガイド部或いは第２ガイド部の第１方向に沿った移動距離の
半分の距離とすることができる。この結果、第１ガイド部及び第２ガイド部のいずれのガ
イド部を移動させる場合であっても、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での
中心位置の移動に追従するように、第１回転体を第１方向に移動させること（すなわち、
物品支持部を第１方向に移動させること）が可能となる。
　このように、上記の構成によれば、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での
中心位置の移動に追従するように物品支持部を第１方向に移動させる連動機構を、第１回
転体を用いて適切に構成することができる。
【００６７】
　上記のように前記連動機構が前記第１回転体、前記第１移動部、及び前記第２移動部を
備える構成において、前記連動機構は、前記第１回転体に対して前記第１方向の一方側に
おいて前記基台にそれぞれ固定された第２回転体及び第３回転体と、前記第１回転体に対
して前記第１方向の他方側において前記基台にそれぞれ固定された第４回転体及び第５回
転体と、少なくとも前記第１回転体、前記第２回転体、及び前記第４回転体に巻回された
第１動力伝達体と、少なくとも前記第１回転体、前記第３回転体、及び前記第５回転体に
巻回された第２動力伝達体と、を備え、前記第１移動部が前記第１動力伝達体に固定され
、前記第２移動部が前記第２動力伝達体に固定されていると好適である。
【００６８】
　この構成によれば、第１移動部及び第２移動部のそれぞれを動力伝達体により第１回転
体に連結することができるため、第１移動部及び第２移動部が第１回転体に直接連結され
る場合に比べて、第１移動部及び第２移動部のそれぞれの第１方向における移動範囲（す
なわち、第１ガイド部及び第２ガイド部のそれぞれの第１方向における移動範囲）を広く
確保することが容易となる。また、上記の構成によれば、第２回転体、第３回転体、第４
回転体、及び第５回転体のそれぞれを第２方向（水平面において第１方向に直交する方向
）に移動させることなく、第１ガイド部と第２ガイド部との間の第１方向での中心位置の
移動に追従するように第１回転体を第１方向に移動させること（すなわち、物品支持部を
第１方向に移動させること）ができるため、連動機構の配置スペースの第２方向における
小型化を図ることができる。
【００６９】
　上記のように前記連動機構が前記第１動力伝達体及び前記第２動力伝達体を備える構成
において、前記ガイド移動機構が、前記第２回転体及び前記第４回転体の一方を回転駆動
する第１駆動力源と、前記第３回転体及び前記第５回転体の一方を回転駆動する第２駆動
力源と、を備えていると好適である。
【００７０】
　この構成によれば、第１駆動力源により第２回転体及び第４回転体の一方を回転駆動す
ることで、第１ガイド部を第１方向に沿って移動させることができ、第２駆動力源により
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て移動させることができる。そして、この構成によれば、連動機構を構成する回転体及び
動力伝達体をガイド移動機構にも用いることができるため、その分物品移載装置の構成の
簡素化を図ることができる。
【００７１】
　本開示に係る物品移載装置は、上述した各効果のうち、少なくとも１つを奏することが
できれば良い。
【符号の説明】
【００７２】
１：物品移載装置
２：基台
３：物品移動機構
４：ガイド移動機構
５：連動機構
１１：第１ガイド部
１２：第２ガイド部
３０：物品支持部
５１：第１回転体
５２：第２回転体
５３：第３回転体
５４：第４回転体
５５：第５回転体
６１：第１移動部
６２：第２移動部
７１：第１動力伝達体
７２：第２動力伝達体
Ｈ１：第１方向
Ｈ２：第２方向
Ｍ１：第１ガイド移動用モータ（第１駆動力源）
Ｍ２：第２ガイド移動用モータ（第２駆動力源）
Ｗ：物品
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